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研究成果の概要（和文）：　本研究は、EU加盟国での社会的包摂の制度を分析することにより、EUと加盟国政府
と民間部門が織りなす「多次元的な福祉レジーム」の様相を明らかにした。同時に、EUとその加盟国における移
民統合政策および庇護政策の推移を整理することによって、移民および難民が享受するにいたった新たなシティ
ズンシップの質を解明することを試みた。
　結論として、移民と難民にEU加盟国の市民に近い地位身分を保障しようとする取り組みが静かに進展している
ことが判明した。その一方で、アクティべーションへの参加を市民に義務づける政策の進展をとおして、「条件
付きシティズンシップ」とも言うべきものが浸透している実態が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：By analyzing the social inclusion system in the EU member states, this study
 has revealed the “multidimensional welfare regime” that the EU, its Member States and the private
 sector interweave. At the same time, by tracing the implementation process of migration and asylum 
policies in the EU and its member states, it tried to clarify the quality of new citizenship that 
immigrants and refugees have come to enjoy. As a conclusion, it has been found that efforts to 
secure immigrants and refugees close status to the citizens of the EU member states have been 
quietly progressing. On the other hand, it became clear that the fact that what should be called "
conditional citizenship" is pervasive through the development of a policy that obliges citizens to 
participate in activation measures.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、EU加盟国で進展している福祉レジーム改革と移民・難民受け入れ政策の推移を分析し、そこから規
範的な結論を引き出すことを直接的な目的としている。それはしかし同時に、いまだ公式には移民政策を採用し
ていないにもかかわらず、労働力不足を補う目的で「特定技能」資格を設けることで事実上の移民受入へ踏み込
もうとしている日本政府の施策が将来において直面するであろう課題を浮き彫りにすることをも意図している。
たとえもっぱら「労働力」としてのみ外国人を受け容れようとしても、人間を一定期間にわたって日本に定住さ
せる以上、そこでは外国人が享受しうるシティズンシップのあり方が問われざるをえなくなるのである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 本研究参加者 11 名のうちの９名は、研究代表者である中村健吾と福原宏幸が呼びかけて 

2010年に発足した「欧州福祉レジーム研究会」の会員である。同研究会は発足以来、1980年

代から長期失業などの社会問題を分析するためのキーワードとして EUで用いられるようにな

った「社会的排除」の実態を EU加盟各国について調査するとともに、社会的排除に抗する社

会的包摂政策と雇用政策の展開について研究を続けた。この共同研究は２冊の共著に結実した。 

１冊目の『21 世紀のヨーロッパ福祉レジーム』（糺の森書房、2012 年）は、雇用の「柔軟性

（flexibility）」と「保障（security）」とを結合したオランダ生まれの造語である「フレキシキ

ュティ（flexicurity）」、ならびに雇用政策と社会的包摂政策の両方にまたがる「アクティベー

ション（活性化）」といった、EUによる近年の社会政策の基本概念に着目して、EU加盟各国

における福祉国家の異なる相貌を剔出した。２冊目の『ユーロ危機と欧州福祉レジームの変容』

（明石書店、2015年）は、１冊目では十分に射程に入れてはいなかったユーロ危機の影響を正

面から取りあげ、ユーロ圏だけでなく EU全域で強まる緊縮財政のもとでの福祉レジームの変

容を論じている。これら２つの著作は、21世紀における欧州福祉レジームの深刻な変化を統一

した観点のもとで論じた作品として、日本語の類書には見られない個性をもつと、著者たちは

自負している。 

 本研究は、以上のような共同研究の成果をふまえ、EU 加盟国における「社会的連帯経済」

の広がりや移民・難民の統合政策をも射程に入れつつ、社会的排除・包摂の政策展開と福祉レ

ジーム改革の行方を見極めようとするものである。 
 
２．研究の目的 

 本研究は、２つの視点から欧州福祉レジームの新しい類型論の構築をめざす。１つは、社会

的連帯経済をふくむ民間ベースの多様な包摂システムの萌芽を分析し、方法論的なエタティズ

ムとナショナリズムを回避する「多次元的な福祉レジーム」というアプローチからの分析を深

める。もう１つは、ポスト・ナショナルなシティズンシップをめぐる議論を活用しつつ、増加

している移民・難民への統合政策を分析し、各国の福祉レジームの変容の行方を見極めようと

するものである。結論として、『欧州 2020』戦略のもとで EUとその加盟国が取り組んでいる

福祉レジーム改革の帰結・展望を明らかにする。 
 
３．研究の方法 

 本調査研究の実施にあたっては、研究代表者・分担者それぞれの課題を明確にしておいた。

研究は、EU 加盟各国での現地ヒアリング調査を中心にすえたが、調査内容の打ち合わせや調査

データの共有と分析のための定期研究会の開催、さらに外部の専門家をまじえた研究会の開催

によって、研究の質の引き上げを図った。 

  また、現地のヒアリングにおいては、調査対象国の情報提供者の確保が重要となるが、研究

代表者と各分担者は、本研究に先立って同様の調査の経験をすでに有しており、すでに現地の

研究者や実務家とのあいだに協力関係を築いている。これらを生かすことで、より質の高い海

外調査が可能となった。 
 
４．研究成果 

 本研究は、EU加盟国での社会的包摂の政策と制度を分析することにより、EUと加盟国政府と

民間部門が織りなす「多次元的な福祉レジーム」の様相を明らかにした。同時に、EU とその加

盟国における移民統合政策および庇護政策の推移を整理することによって、移民および難民が

享受するにいたった新たなシティズンシップの質を解明することを試みた。 

 結論として、多くの EU 加盟国において移民排斥を唱える政治勢力が台頭し、イギリスは EU

からの離脱を試みようとしているにもかかわらず、EUの家族再結合指令（2003 年）、長期居住



者指令（2003 年）、ならびに欧州共通庇護制度の具体化により、移民と難民に EU 加盟国の市民

に近い地位身分を保障しようとする取り組みが静かに進展していることが判明した。その一方

で、イギリス、デンマーク、ドイツなどを中心にしてアクティべーションへの参加を市民に義

務づける政策が展開され、「条件付きシティズンシップ」とも言うべきものが EU 市民のあいだ

においてすら浸透している実態が明らかになった。 

 本研究は、EU加盟国で進展している福祉レジーム改革と移民・難民受け入れ政策の推移を分

析し、そこから規範的な結論を引き出すことを目的としている。それはしかし同時に、いまだ

公式には移民政策を採用していないにもかかわらず、労働力不足を補う目的で「特定技能」資

格を設けることで事実上の移民受入へ踏み込もうとしている日本政府の施策が将来において直

面するであろう課題を浮き彫りにすることをも意図している。たとえもっぱら「労働力」とし

てのみ外国人を受け容れようとしても、人間を一定期間にわたって日本に定住させる以上、そ

こでは外国人が享受しうるシティズンシップのあり方が問われざるをえなくなるのである。 
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